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◆事 業 の 概 要 

項目 内容 

①世帯数 2,947,581 世帯（H27 年 2 月 1日現在） 

②児童扶養手当受給者数 51,349 人（H26 年 11 月 30 日現在）福祉行政報告例 

③開始時期 平成 26 年 7月 1日 

④母子・父子自立支援員 22 人（非正規職員・非常勤）、週 4日、29 時間勤務 

⑤就業支援専門員 3 人（非正規職員・非常勤）、週 4日、29 時間勤務 

⑥事業内容 就労相談、ハローワークの訪問、相談者との同行支援、面接アドバイス等 

⑦事業実績（Ｈ26 年度） 相談件数：265 件（実件数）、331 件（延件数）、就業件数 6件 

⑧事業費（Ｈ26 年度） 約 1,270 万円（人件費、活動旅費、電話代、印刷製本費等） 

※平成 26 年度の事業実績は、12 月末現在 
 
◆事 業 経 緯 

 

埼玉県では、平成 23 年度から、母子・父子福

祉センター事業を県内 4 か所の福祉事務所で運営

しているが、同センター業務の「自立支援プログ

ラム策定」において就業を支援してきた。 

就業支援専門員は、相談窓口の強化事業という

ことで平成 26 年 7 月から県内 3 カ所の福祉事務

所に配置し、事業を開始した。 

 

◆母子・父子自立支援員、就業支援専門員 

 

[母子・父子自立支援員] 

母子・父子自立支援員は、県内 4 カ所の福祉事

務所に計 22 人配置されている（非常勤嘱託職

員：週 4 日 29 時間勤務） 

 

[就業支援専門員] 

就業支援専門員は、全体で 3 人、雇用形態は

非常勤嘱託職員（週 4 日 29 時間勤務）で 3 福

祉事務所に配置されている。 

就業支援専門員の就業相談は、窓口に来る相

談者に加え、市町村に出向いて相談者の状況を

ヒアリング、相談者に連絡し、面談のアポイン

トをとって市町村庁舎で相談することが多い。 

そのため、福祉事務所に在席することは少な

く、日々、市町村へ出向いて相談や支援活動を

行っているのが特徴である。 

 

[就業・自立支援相談員] 

埼玉県は、「母子・父子福祉センター事業」

機能を福祉事務所に有しているため、相談や自

立支援のための要員として、「就業・自立支援

相談員」（非常勤嘱託員）が 4 人在籍している。 

この 4 人は、就業支援専門員（3 人）と連携

しながら相談者に対する就業支援を行ってい

る。 

 

◆配置に当たっての工夫 

 

平成 26 年 7 月からの事業実施に際しては、県

内 3 カ所の福祉事務所に就業支援専門員を 1 人ず

つ配置した。 

配置に当たっては、基本的に地域を管轄する福

祉事務所は、母子家庭等就業・自立支援センター

機能を持っていることから、各福祉事務所に配置

して、相談者に対して一貫した自立支援ができる

よう配慮した。 

◆事業名  ：相談窓口強化事業 
◆埼玉県（福祉部少子政策課） 
◆キーワード：『市町村へ出向いて就業支援』 
◆事業ポイント 

○県内 3 か所の福祉事務所を拠点に市町村へ出向いて就業支援を実施。 
○市町村、ハローワークとの連携強化。 
○支援対象者に対して、就業への意欲を高めながらきめの細かい支援を実施。 
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◆具 体 的 な 取 組 状 況 

 

[就業支援専門員] 

ある福祉事務所での支援の流れは以下のとおり。 

①市町村等からの連絡により、状況を確認した上

で、相談者にアポイントを取る。 

②1～1.5 時間程度、最寄りの役所や出張所で相

談を受け、相談者の状況や就職に対する希望等

をヒアリングする。 

その際、「求職相談票」の記入とともに、相談

者の「ライフワーク度」や「将来のライフプラ

ン」、「キャリアプラン」について相談者本人

に考えてもらう。 

③過去の仕事歴の棚卸しをしてもらうために、ど

のような仕事をこれまでしてきて、どのような

成果と評価があったのか等を本人と共に確認す

る。 

④棚卸しを確認しながら職務経歴書等を作成する。 

⑤求人情報を相談員本人に集めてもらう。主に、

インターネットや新聞チラシ、駅のフリーペー

パーなど、身の回りから求人情報に触れ、自分

の条件に合った求人を確認してもらう。 

ここまでしてからハローワークに同行し、具体

的な就職活動が始まる。 

県内各所のハローワークは、ナビゲーターが生

活保護世帯のための相談と兼務している場合や、

マザーズコーナーのみの場合など様々であるため、

相談者の状況に応じてどちらにするか判断する

（子どもが小さい場合はマザーズとなるケースが

多い）。 

相談からライフプランのヒアリング、過去の仕

事の棚卸し等の段階を踏むのは、相談者の多くが

専業主婦で職歴が無かったり、休職期間が長かっ

たりする点をカバーし、就業への意識や意欲を自

ら高めてもらうためである。 

また、自分で求人情報を集めてもらうというこ

とも重要で、就業支援専門員があまり手を貸すと、

全てを就業支援専門員に頼ってしまうことになる。

そのため、相談者と就業支援専門員とは一定の距

離感を持って接することが大事である。 

埼玉県では、相談者本人の就業への意欲を高め

るような流れを意識した支援を行っているのが特

徴である。 

 

[母子・父子自立支援員] 

母子・父子自立支援員の主な業務は、婦人保護

業務、生活一般相談、児童相談、経済的支援生活

援護相談、その他相談（母子生活支援施設利用等）、

ひとり親家庭の自立に必要な情報提供、職業能力

の向上及び求職活動に関する支援となっているが、

現状では、相談の 8 割程度が母子父子寡婦福祉資

金の貸付け業務となっている。 

 

◆連 携 状 況 
 

[市町村との連携] 

個別面談の際に、市役所や町役場の相談室等を

積極的に活用している。 

これまでも、貸付業務の際に当該市町村施設を

借りて面談を行ってきたが、就業支援についても

市町村の担当窓口と連携することでより支援がや

り易くなる。 

 

[ハローワークとの連携] 

就業支援専門員は、ハローワークの元職員であ

った者もおり、つながりは深い。相談者への支援

を効果的に行うため、日頃からハローワークの担

当者と就業支援に関する情報交換を密に行ってい

る。 

また、ハローワーク求人情報オンライン利用の

環境を整え、日常的にハローワークの情報を取得

できるようにしている。 

 

[生活困窮者のための窓口との連携] 

現在のところ、生活困窮者のための窓口との連

携はやや薄い。 

福祉事務所においても「生活保護」の専門窓口

があり、必要に応じてひとり親の部門との連携を

行っている。 

 

[地域関係機関との連携] 

少子政策課が実施する「ひとり親家庭ステップ

アップ就労支援事業」への参加。同事業は、26

年度限りの事業で、緊急雇用創出基金を活用。事

業は民間事業者へ委託し、100 人の就職を目指す

ものである。 

この他、男女共同参画推進センター（呼称：With 

You）の実施するセミナーなどに同席。 

また、市町村との連携を深めることで、県の就

業支援専門員へ相談を誘導できるような信頼関係

づくりも重要と考えている。 
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◆周知活動 
 

埼玉県のホームページに当事業の内容等を掲載

しているほか、県内の市町村向けにパンフレット

を作成し窓口で配布している。 

また、町村においては、児童扶養手当証書発行

のタイミングで「児童扶養手当現況届」にチラシ

を同封している。 

その他、ある福祉事務所では、年 1 回、母子福

祉担当者会議を開催し、各市町村の担当課が出席

する会議の中で、貸付け制度の説明とともに、就

業支援専門員が事業の説明を行った。 

 

[パンフレット（市町村向け案内）] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：埼玉県 

 

[メール、ウェブ、SNS] 

ネット関連では、ホームページがメインである

が、実際の反響でいうと、チラシの配布など紙で

の情報提供が最も効果的と感じている。 

スマートフォンやインターネットによる周知に

ついても、今後、検討していく予定である。 

ただし、以前、ひとり親家庭ステップアップ就

労支援セミナーの案内でメール等での案内を試み

たが、その過程で、スマートフォンやパソコンの

保有率が低いという状況が判明したことから、現

状では紙での情報提供を主体とした周知が有効だ

と考えている。 

 

◆支 援 対 象 者 の 把 握 

 

市町村と違い、県ができることは限られている。 

そのため、児童扶養手当現況届の提出案内を行

う際に、県福祉事務所で就業相談を行っているこ

とを周知し、多くの来所に結び付けたいと考えて

いる（現状この方法が最も効果的である）。 

 

◆事 業 実 績 

 

平成 26 年 7 月～12 月までの相談件数は、延

べ 331 件（東部中央 131 件、西部 62 件、北部

中央 138 件）で、相談件数には、面談に加え、

電話での相談等も含めている。 

就業者数は 6 人（平成 26 年 12 月末現在）で、

この数については、当初の目標値からは程遠い数

値であるが、できるだけ相談件数を増やしながら

就業支援につなげたいと考えている。 

 

◆当事業への意見や考え方 

 

[自治体] 

ひとり親の就業は、子育てや家事をしながら時

間や場所の制約など条件が多いため難しいのが実

情である。 

一般的にハローワークでの就職率に比べ、ひと

り親の場合は相当程度低いのが実情である。また、

ひとり親の母の場合は、専業主婦の期間が長く

PC が不得意な人や離婚後の生活不安から精神的

に不安定な人が多いのも実態であることから、就

業以前の生活面での問題を整理、解決することが

重要と考えている。 

就業支援専門員がひとり親世帯相談者を収入の

安定した職業に就業させた場合、所得が増加する

ことにより、応分の児童扶養手当が支給停止され

る。ひとり親世帯の生活の安定に資することと、

公費負担の軽減の両面から事業効果になり得るも

のと認識している。 

 

[利用者] 

仕事から暫く離れていた人にとって、家族の状

況も踏まえた上で当人に寄り添って就職を支援す

る就業支援専門員は心強い存在であろう。時折、

「感謝の言葉」をいただくこともある。 

相談者からは、『個別の模擬面接や応募書類の



4 
 

添削などきめ細かな支援サービスや就職・転職に

向けた具体的な対策ができた』という声も聞いて

いる。 

ただし、プライバシーに踏み込むことを嫌がる

方もいるので、配慮しながら相談に応じている。 

また、職業訓練など資格取得などを勧める場合

があるが、「今の生活を維持するので精一杯で先

のことまで考えられない」とか、「子どもが小学

生になったら」、「アルバイトを掛け持ちして何

とか生活できているので、それを止めてまで資格

取得と新たな就職はしたくない」などの反応を示

す方も多い。 

 

◆現状の課題と今後の目標 

 

これまで、母子・父子自立支援員や母子家庭等

就業・自立センター事業における就業・自立支援

相談員は、生活相談等の一部として就業支援を行

ってきたが、今年度から就業支援専門員が対応す

ることで、より専門性の高い支援ができるととも

に、母子・父子自立支援員は生活面の相談に専門

的に対応できるようになった。 

 

[現状の課題] 

現在市町村では、就業相談として「ふるさとハ

ローワーク」などとの連携を中心としており、相

談者に対しては、まず、「ふるさとハローワーク」

を紹介するという流れが先行している。 

そのため、今年度においては、市町村から県の

就業支援専門員へ誘導されるケースが少なかった

のではないかと考えられる。 

今後、県の就業支援実績を増やすためには、就

業支援専門員と市町村窓口の信頼関係をより強固

にすることで、相談者の内容に応じて県の就業支

援専門員に連絡が来るというケースを益々増やし

ていきたいと考えている。 

 

[今後の目標] 

相談窓口の強化事業は、県の新たな事業として

地道に取り組んでいるところであるが、住民と直

接接することの多い市町村と違い、貸付金の申請

や市町村からの紹介がメインとなっている状況で

は、現在のところ十分な就業支援ができていると

は言い難い。 

そのため、市はもとより、児童扶養手当を県と

ともに所掌する町村について、より担当者との信

頼関係を築き、就業を希望するひとり親の方に対

し、スムーズに誘導、相談、支援、就職、フォロ

ーという流れを作り、実績を構築していくことが

重要と考えている。 

就業支援については、相談者の個別の事情に配

慮しながら行うため、飛躍的に就職件数を伸ばし

ていくことは難しいものの、今後も実直に業務を

進めていく方針である。 
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◆就業支援専門員設置要綱 
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出典：埼玉県 

 

 

◆就業支援専門員勤務要領（相談記録等） 
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出典：埼玉県 

 

 

 

 

 

◆求職相談票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：埼玉県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


